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● 今年１０月５日～１０月２５日までの間、今回の検討項目である「（１）通信ネットワーク全体に関するビジョン」、

「（２）（１）のビジョンから導き出される政策課題」について提案募集を実施。１３件の意見が提出。

件数 提出者

法人又は団体 １０件 日本電信電話株式会社/東日本電信電話株式会社

西日本電信電話株式会社/株式会社ＮＴＴドコモ

ＫＤＤＩ株式会社/ソフトバンク株式会社/株式会社ケイ・オプティコム

中部テレコミュニケーション株式会社/一般財団法人日本データ通信協会

在日米国商工会議所

個人 ３件

合計 １３件

 電気通信事業分野において上に記したような抜本的な変化が見込まれる中、2030年頃には通信ネットワーク全体についてど

のような未来像（ビジョン）が予想されるか。

なお、特別委員会の第１回会合において、事務局より、「2030年頃を見据えたネットワークビジョンに関する考察」が提出されて

いることから、提案に際しては当該資料も参照されたい。

（１）通信ネットワーク全体に関するビジョン

 （１）において予想されるビジョンを踏まえ、2030年頃を見据えた競争ルールや基盤整備（ユニバーサルサービスの対象、確保

手段等）、消費者保護等の在り方などに関して、どのような政策課題が抽出されるか。

（２）（１）のビジョンから導き出される政策課題

提案募集の結果

提案募集の対象

提案募集の対象及び結果 1
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項目 提出された意見 提出者
通信ネットワーク全体に関するビジョン

2030年頃の社会を展望すると、様々な産業や社会システム（運輸、農業・漁業、医療、防災、製造、観光、エンターテイメ
ント等）のデジタルトランスフォーメーションが加速し、事業者や産業の垣根を越えてつながり合い、データが垣根を越え
てやり取りされる時代が到来すると想定され、爆発的に増加するデータを集積・分析し、様々な産業や社会システムを分野
横断的に利活用したいというニーズや、多様なデジタルサービス、デバイス、アプリケーションから必要なものを、必要な
時に、必要なだけ利用したい、というニーズが高まると考えられる。
これに対応するためは、データの自動的な収集、蓄積、圧縮、分析、変換といったICT機能や、それらを安心安全かつ効率
的に行うためのセキュリティ、仮想化、SDN等のICT機能が必要になると考えられる。今後、これら機能を用いることで、
データの分野横断的な利活用や、負荷に応じたICTリソースのオートスケール・最適化がリアルタイムに実現されると考え
られる。
こうした点を踏まえた将来の情報通信ネットワークでは、社会システムを運営するサービサーの要望に応じて、「NWサー
ビス」・「トランスポート」に、クラウド等のICTリソースを組み合わせ、エンドエンドで利用できる「オーバーレイソ
リューション」が必要とされると考えられる。その際、多様なデジタルサービス、デバイス、アプリケーションから必要な
ものを、迅速かつ最適に組み合わせて利用可能とする仕組みのキーとなるのが「Multi Orchestrator」である。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

2030年にはSociety5.0が実現し、人はフィジカル空間にいながら無意識のうちにサイバー空間の情報を入手できるように
なると想定。フィジカル空間とサイバー空間の情報伝達には「大容量の光伝送」、「５Ｇ」、「仮想化/スライス化」といっ
た技術の活用が必要。
2030年頃は、海外事業者も含めた様々なプラットフォームが活発に競争する時代となり、通信事業者は５Ｇなど新たな通信
ネットワーク基盤を整備するとともに多様なプレーヤーと連携、共創して、顧客に新たな価値を提供していくことが想定さ
れる。（別添２）

ＫＤＤＩ
株式会社

「電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証に関する提案募集」に対して提出された意見
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項目 提出された意見 提出者

5G・IoTの進展等に伴い、社会における電気通信の役割は一層高まり、非居住地含む通信エリアの一層のカバレッジ拡張が
必要になる他、大容量・低遅延・高セキュリティ・信頼性等、現状よりも高度・高品質なネットワーク構築が求められる(災
害の多発に対応した安全対策も含め)。

ソフトバンク
株式会社

超高速・超大容量の5Gが本格的に普及・整備が進んでいると想定され、ラストワンマイルにおいては固定通信（FTTH等）
から移動通信（5G）へと置き換えが進むと考えられる。
ネットワークは物理/論理の分離が進み、物理面では光ファイバが不可欠な存在になる。論理面は仮想化が進展し、全国・グ
ローバル展開するメガキャリアが優位に立つと想定される。また、NTT東西の仮想ネットワークにおいては固定とモバイル
の融合が進展し、ネットワーク上においてNTTグループが一体化することも予想される。
電気通信分野における小売市場では、5Gの普及・整備に伴い、固定通信市場から移動通信市場へのシフトが加速すると想
定。NTT東西のサービス卸開始以降、固定通信市場におけるMNOの存在感が顕著となっており、現在においてはMNOグ
ループの強大な市場支配力による影響は電気通信市場全体にまで及ぶ。5G時代においては移動通信市場の更なる拡大が予想
されることから、電気通信市場全体におけるMNOグループの存在感は一層高まっていくと考える。

株式会社ケイ・
オプティコム

５Gはデジタルトランスフォーメーションの大きな柱になるものと考えており、①事業オペレーションの改善による生産性
の向上や、②UI/UXの抜本的な改善、③全く新しい革新的なサービスの創出などのデジタルトランスフォーメーションによ
る変革を５Gで実現していきたい。（別添１ 参考２）

株式会社
ＮＴＴドコモ

５Ｇ時代には電話回線、ブロードバンド等が統一される。 個人
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項目 提出された意見 提出者
通信ネットワーク全体に関するビジョンから導き出される政策課題

総　　　　　論

海外のOTTプレイヤー等が通信ネットワークの外側の世界で、ICTリソースを迅速かつ最適に利用する仕組みをサービス実
装するとともに、ネットワークサービスをも自らのサービスの一要素として取り込む動きが広がると想定。通信事業者も、
従来の通信ネットワークの概念を超えた価値を創造していく等の新たな挑戦を行っていく必要があり、これを後押しすべ
く、ビジネスベースでの対応が可能となるようにしてほしい。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

MVNOや多様な産業のプラットフォーマや企業と連携することで新たな価値を提供し、新たなサービスや料金の提供に努め
ていく。

ＫＤＤＩ
株式会社

・電気通信市場における政策検討では我が国の経済全般への影響も踏まえたマクロ的視点も考慮すべき。
・5GやIoTの進展に伴い、電気通信市場においては「IoTを活用する各産業」といった新たな顧客層の発生の他、サービス提
供者(プラットフォーマ・キャリア等)の一層の多様化が考えられる。市場の活性化の観点では、様々なプラットフォーム・
ネットワークを多様なプレイヤーが自由に選択・利用できる環境を目指すべきで、そのためには従来同様プラットフォー
マ・キャリア間等の公正競争の促進を図るべく課題設定・解決を行うことが必要。（Ｐ．８参照）
・技術変革期においては、支配的事業者のネットワーク構築及び新規サービスの展開が既存の制度趣旨から外れる形で行わ
れ、競争事業者が不利な扱いを強いられ、結果として市場競争が進まず不都合が生じることがあり得る。一般ユーザが競争
環境下で安価かつ多様な先端サービスを利用可能とするためにも、ネットワークや技術基盤の変革期こそ公正競争を意識し
た仕組み作りが必要。（別添３ P.16参照）

ソフトバンク
株式会社

５Ｇの導入等によるイノベーションを促し、新事業・新サービスの創出や社会的課題の解決をより一層促進していく観点か
ら、事業者の創意工夫や柔軟な事業展開を行うための環境整備が重要。

株式会社
ＮＴＴドコモ
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項目 提出された意見 提出者

競争ルール、基盤整備、消費者保護のいずれにおいても、「公正さ」を確保するため、利用者視点・調達者視点から「排他
的な行為・優越的地位の濫用」を防止する必要がある。電気通信事業法では対応しきれない範疇においては、独占禁止法、
個人情報保護法、サイバーセキュリティ基本法なども含めた省庁間横断体制を構築すべき。

個人
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項目 提出された意見 提出者
ネットワークの主な変化要素：５Ｇ

固定通信と移動通
信の融合

５Ｇの通信ネットワーク構築には大量の光回線が必要となるため、固定回線の役割がこれまで以上に重要になる。また、コ
ロケーションスペースの需要は、エッジコンピューティング技術や低遅延サービス実現のため更に高まる。
自前の固定回線設備の敷設による５Ｇエリア整備も進めるが、自前設備には限界があるため、ＮＴＴ東西が保有するリソー
スを活用することが５Ｇのネットワーク構築に不可欠。これらリソースは代替手段が極めて少なく、ボトルネック領域にお
いて次のルールが必要。
　・第一種指定電気通信設備制度と同等の接続ルールの整備
　・ＮＴＴ東・西の局舎設備の更なる有効活用のためのルール整備
　・都市部において新たな光ファイバの引き込みができないビルが多いという課題への解消策
なお、ボトルネック領域以外で設備構築する場合、例えば、鉄塔やファイバ等の共同敷設や携帯事業者間のローミングなど
については、ビジネスベースでの判断を原則とすべき。

ＫＤＤＩ
株式会社

5Gの基地局整備においては、IoT進展に伴う面的カバー、トラヒック増に対応するための小セル化の必要性等により、これ
まで以上に基地局向けの光アクセス回線の重要性が高まる。光アクセス回線のシェアはＮＴＴ東西が圧倒的(80%弱)であ
り、携帯電話事業者のサービス展開上、NTT東西殿の光アクセス回線を活用することが不可欠。よって光アクセス回線につ
いては以下のような制度整備・運用整理が必要。
‧ NTT東西の光アクセス回線は引き続き第一種指定電気通信設備とするとともに、実態に即した低廉な接続料金による利用
促進を図るべく、接続料算定におけるレートベースの厳正な把握とともに、耐用年数の見直し等の措置を行う。
‧ NTT東西の光アクセス回線利用の円滑化及び情報の非対称性の排除を図るべく、光アクセス回線の空き情報の開示と正確
性の担保、及び開通工事の立ち会い日程調整のシステム化等による効率化を図る。
また、特にルーラルエリアのエリアカバーにあたり光アクセスが不足することも考えられるため、光アクセスの整備スキー
ムの検討(NTT東西によるフレキシブルファイバ提供の料金適正化を含む見直し、自治体等によるIRU提供、共同敷設等)も
必要。（別添３ P.18参照）

ソフトバンク
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

競争事業者のコア網の構築上、GC局舎スペース及び中継ダークファイバは仮想化実現後も引き続きボトルネック設備である
ことに変わりはないため、更なる有効活用のためのルール整備が必要。（P.19参照）
エッジコンピューティングの進展、超低遅延サービス提供に伴い、NTT東西の局舎設備への競争事業者のコロケーションの
必要性が生じる可能性が高まり、NTT東西及びNTTグループ各社と競争事業者の間での公平性を担保することが必要。この
ため以下の観点でのルール整備が必要。
‧ 義務コロケーションの対象を見直し、エッジコンピューティング、超低遅延サービス等の提供に用いる電気通信設備(サー
バ等も含む)も対象とすること。
‧ NTT東西が自社含むNTTグループ各社のサービス提供のためにコロケーションスペースの拡大・創出を行う場合は、当該
コロケーションスペースについても競争事業者との利用の公平性を担保すること。
‧ 現状の義務コロケーション対象のスペースを維持すること。これに伴い、NTT東西の進めるPSTNマイグレーションによる
設備撤去などがあった場合も、従前の義務コロケーションスペースを削減しないこと。

ソフトバンク
株式会社

5Gが固定通信並みの通信手段となりえ、ユニバーサルサービスの固定通信に代わる手段となっていくと想定。きめ細かな基
地局整備によりモバイル事業者の負担が増えることも想定されるため、固定通信の活用継続の検討が必要。

中部テレコミュ
ニケーション
株式会社

基盤整備
（ユニバーサル
サービス等）

顧客にできる限り負担をかけることなく「固定電話」を維持していく観点から、ルーラルエリア等において、メタルケーブ
ル等を再敷設することが非効率となる場合には、アクセス回線として無線を含む様々な選択肢から最適な方法を選択できる
ようにしてほしい。
将来のユニバーサルサービスの在り方について、「固定電話」を使わないユーザーが増えている中、いつまでもNTT東西の
加入電話がユニバーサルサービスであり続けるとは考えていない。今後の技術革新や市場環境の変化を踏まえ、技術中立的
かつ経済合理的な観点から、何がユニバーサルサービスであるのかという議論を、コンパクトシティ化等の議論とあわせ、
国民的なコンセンサスを得ながら慎重に進めていくことが必要。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

電話時代の競争環境を前提とした古い規制（長期増分費用方式（LRIC）による接続料算定、上限価格方式（プライスキャッ
プ）による料金規制、固定電話に対する接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）等）は速やかに見直すべ
き。

日本電信電話
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

「固定電話」は利用が大幅に減少しており収支の大幅な改善が見込まれない市場であるため、メタルケーブルを用いた「固
定電話」について、当社を含めた大手事業者による新たなサービス提供は直近１０年間行われておらず、料金についても同
様に１０年間改定が行われていない。このような衰退市場である「固定電話」市場において、利用者利益の向上を図るため
の競争促進による効果は見込まれないため「固定電話」に対する規制の見直しが必要。

東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

５Ｇの高度な通信を顧客が地方も含めた日本全国必要な場所で利用できる環境を将来に向けて整え、利便を高めるための政
策議論を優先すべき。加えて、政府の支援策を含めた基盤整備のための施策議論も重要となる。これらの議論を踏まえた基
盤整備を果たした上で、ユニバーサルサービス制度の枠組みを検討すべき。なお、５Ｇでも、完全に現在の固定電話網を代
替することはできない。ただし、メタルだけでは維持できない部分について、既存のモバイルネットワークとは異なる何ら
かの無線（例：ＦＷＡ）を使って既存の固定電話サービスを補完、維持することは必要。その際、ＮＴＴ法で守られてきた
公正競争に影響のある制度に配慮した慎重な議論が必要。

ＫＤＤＩ
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

【基本的な考え方】
ユニバーサルサービスについては、国民生活に不可欠な役務を時代にあわせて定義の上、その確保の方法は競争で救済され
ない部分の手当に絞り検討すべき。

【第一段階としての当面の在り方の検討について】
国民生活に不可欠な役務としては、依然として生活の拠点(住居等)における通話の確保で変わりはないものと考えるため、
現状の加入電話によるユニバーサルサービス提供をベースとし、必要最小限の制度見直しを図るのが適切。なお、当該サー
ビスの提供にあたり、コスト負担軽減から一部区間の無線活用を検討する場合は、以下の点に留意すべき。
・NTT東西における無線活用は、必要最小限にとどめること。
・NTT東西の無線活用を認める場合の条件や、他社回線(携帯電話事業者等)活用時のルールは、開かれたものであり、かつ
明確なものであること。
・NTT東西の無線活用に必要な法令等の改正にあたっては、ユニバーサルサービスに関連する事項にとどめ、その他のNTT
東西の権利義務内容及びこれまで確保されてきた公正競争ルールに影響が生じないようにすること。

【第二段階としての将来の在り方の検討について】
2030年頃を見据えては、国民生活に不可欠な役務の再定義が必要になると思われる。その際には「提供されないことが社会
的排除に結び付くか」という点で役務の定義を検討すべき。また、役務の提供確保手段の検討にあたっては、まずは競争に
よる提供を第一とし、競争で救済されない部分に限ってその手当を検討すべき。その際、基金等の公的介入を前提とするの
ではなく、まずは「公的介入が正当化できるほどの便益が期待できるか」を検証し、公的介入なしでのユニバーサルサービ
スの提供可能性を追求すべき。
（別添３ P.20参照）

ソフトバンク
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

通信基盤の整備にあたっては、ボトルネック設備を除き、事業者各々の設備設置による競争を通じてエリアの拡大・サービ
ス品質の向上を図ることが基本。設備共用については、トンネル内といった閉塞地や僻地等では実際にこのスキームが用い
られており、競争が働かない部分のエリア整備方法としては有効と考えるが、現状、このスキームの利用は各事業者のビジ
ネスベースでの判断によるもの。今後IoTの成熟等による非居住地等の整備にも同スキームが用いられることが考えられる
が、前述のとおり通信基盤整備は競争によるものを基本としつつ、競争でカバーできない部分の基盤整備手段としてビジネ
スベースの判断に基づく設備共用も可能とする仕組みとすべき。（別添３ P.21参照）

将来的には移動通信が社会インフラの基盤となることに鑑み、ユニバーサルサービスの対象を検討すべき。本検討において
は、通信ネットワークの強靭化を図る観点から、固定通信・移動通信それぞれの特性を活かした多様性を確保していくこと
も重要。なお、ユニバーサルサービス制度については、その在り方によっては、固定通信と移動通信の双方の市場支配力が
結合することも招きかねないため、公正競争への影響を十分に配慮した慎重な検討は必要。

株式会社ケイ・
オプティコム

ＭＶＮＯの役割の
さらなる拡大

MVNOは移動通信市場の競争促進、ひいては利用者利便の向上に不可欠な存在であり、今後も普及促進を図っていくことが
必要。この点、（一社）テレコムサービス協会MVNO委員会による「MVNOの事業環境の整備に関する新政策提言」の内容
を政策課題として取り扱うことを要望。

株式会社ケイ・
オプティコム

移動通信市場においては、近年、MVNOへの出資・買収等が多く見られる。（別添１ 参考６）
MVNOへの出資・買収等の事例の中には、MNOが他MNOネットワークを利用するMVNOを自グループに取り込み、他MNO
ネットワークを併用する形態が見られるが、事業者ヒアリングにおいて独立系MVNO事業者からも懸念が示されたとおり、
下記のような公正競争上の観点等から、整理を図る必要がある。
・MNOは自らネットワークを構築して事業展開を図ることが原則であり、他MNOネットワークのMVNOを併用して収益を
上げることは、その原則に反すると考えられること。
・自グループ内の他MNOネットワークのMVNOを活用したユーザの囲い込み及びそれを梃子にした拡販等が可能であり、公
正競争上問題となるおそれがあることに加え、設備競争の阻害にもなりかねないこと。（別添１ 参考７）

株式会社
ＮＴＴドコモ
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項目 提出された意見 提出者

IoTにおいては、メーカーがMVNO的立場でモジュール組込型製品を生産・販売したり、通信料金も毎月x円といった継続課
金ではなく売り切り型のものが登場。このように利用者が通信または通信契約を意識せずにサービスを受ける世界におい
て、これらの商材に対して既存の商材(スマートフォン等)と同様のルールを適用することは、商品の販売ルートも通信事業
者又は通信事業者の代理店に限られず幅広いチャネルに広がることを想定すると、IoT商材の普及の妨げになり得る。
したがって、IoT商材については、以下のように、商材の性質に応じた別個の適切なルールの設定が必要。
‧ 料金の説明等重要事項説明義務・書面交付義務の緩和(説明書への契約内容記載で代用等)
‧ サービス提供者の届出義務、報告義務等の緩和(報告頻度緩和や、届出・報告義務対象から特例的に除くこと等)
（別添３ P.25参照）

ソフトバンク
株式会社

ネットワークの主な変化要素：フルIP化

フルＩＰ時代の
基幹網の在り方等

今後、固定・携帯間のコア網の統合が進むことが考えられるが、NTTグループにおいてこのような動きの他、NTT東西のア
クセス回線網とNTTグループ各社のコア網との事実上の統合が進展した場合、アクセス回線網のボトルネック性がNTTグ
ループ各社のコア網にも波及することから、既存の公正競争要件に照らして以下のような問題が発生することを懸念。NTT
東西が優越的地位の濫用や競争事業者の排他行為等を行わないようにする観点で課題設定・解決が必要。
・NTT東西のアクセス回線網との接続において、NTTグループ各社と競争事業者間において情報の非対称性が発生したり、
NTT東西の独自仕様の採用等により、競争事業者との同等性が確保されなかったりするおそれ。
・NTTグループ各社がネットワークを構成する機器を調達する際に、規模の経済等も働きこれまでよりもベンダに対して
NTTグループの影響力が発揮され、結果としてベンダが同グループに有利な仕様を採用したり、他事業者の要望よりも同グ
ループを優先したりするなど、競争事業者が不利となるおそれ。
・NTT東西と比べ、規制が緩いNTTドコモ等のコア網とNTT東西のアクセス回線網を一体的に運用することとなった場合、
本来第一種指定電気通信設備として指定されるべきコア網の電気通信設備が指定を免れるおそれ。
また、NTTコア網は、NTTグループユーザとの通信のために必要なネットワークであることから、モバイル・固定含むあら
ゆる通信端末にとって重要なネットワークであるため、仮想化やIP化といった環境変化に対応し、機能・役務に着目した規
制、コスト構造の透明化及びオープン化を促進していくことが必要。（別添３ P.19参照）

ソフトバンク
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

NTT東西のアクセス回線である光ファイバについては、NGNと一体的に設置されているため、NGNの競争力が光ファイバの
設備競争にまで影響を及ぼしかねないということに特に留意が必要。将来的にはNGNの仮想化が進展し、そのネットワーク
上ではNTTグループが事実上一体化し、独占回帰することも想定される。設備競争の促進とともに、仮想ネットワークの標
準化及び相互接続ルールを整備し、論理面と物理面のネットワークをそれぞれ独立して自由に選べるようにすべき。

株式会社ケイ・
オプティコム

NGNの重要度・依存度が増し、NTTグループの独占回帰の可能性があると想定されることから、公正な競争維持のための制
度設計の検討が必要。

中部テレコミュ
ニケーション
株式会社

ＮＴＴグループが固定・モバイルを統合したコア網を構築すると、規模の経済が働き、独占的なネットワークに収れんし、
競合事業者は、不可欠な設備やリソースをもつNTTのネットワークを使わざるを得ないことが想定。顧客の多様な要望に応
えるため、様々な階梯（収容局単位、県単位、集約（例：東京・大阪）単位等）でＮＴＴグループへ接続できること、ＡＰ
Ｉ連携で必要な時に必要な機能を利用できること、相互運用性を確保すること等が必要。現行の第一種/第二種指定設備を設
置する事業者への規制とは別に不可欠なリソースと一体のNTTのネットワークに対する接続ルール（公平、透明、適正な接
続条件）を検討することが必要。また、その不可欠な設備やリソースと一体のネットワーク上で提供される役務の利用料金
には公正報酬率規制等の規律が必要。

ＫＤＤＩ
株式会社

ネットワークのフルIP化・仮想化等の進展に伴い、概ね「機能」が特定の「設備」に紐づく現在とは異なり、「設備」に対
して「機能」が紐づかない又は複数の「機能」が提供され且つ変化するということが想定。このため、まずは第一種指定電
気通信設備を物理的に指定後、当該設備で提供される機能をアンバンドルするという現行の法制度のままでは、競争事業者
によるボトルネック設備の適正な利用を図るといった趣旨が満たされなくなる恐れがある。したがって、第一種指定電気通
信設備においては、競争事業者が必要とする機能が適切にアンバンドルされて提供されるようにすべき。

ソフトバンク
株式会社
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項目 提出された意見 提出者
ネットワークの主な変化要素：仮想化

電気通信事業者
以外の主体の役割

こうしたICTリソースを迅速かつ最適に組み合わせて利用する仕組みは、クラウドやデバイスの世界では、既に海外のOTT
プレイヤー等が提供するサービスに実装され始めており、今後、当該分野でのグローバル競争の激化が想定。我が国でも
「Multi Orchestrator」と各層との間のAPI等について、オープンな共通インターフェースを規定した上で、各プレイヤーが
それぞれ実装していく必要がある。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

ネットワークの主な変化要素：プラットフォームサービスの進展

今後、国内外で進展するデータの利活用や、通信データを用いたネットワークのセキュリティ対策等について、各事業者が
検討を進めていく中で、消費者の立場から見たときに、個人情報保護との関係等、どこまでが実施可能で、どこからが問題
となり得るのか、線引きが必ずしも明確でないケースが現れてくる可能性があり、その結果弊害が生じ得る場合には関係者
間で適切な整理を図っていくことが有用。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

5G・IoTの進展に伴いOTT・プラットフォーマの影響力は増している中、当該レイヤ内では非対称性(国内・海外の拠点差異
や、キャリア・非キャリアという業態差異による制度適用の差異)が存在。競争促進を通じた市場の活性化のためには、これ
らの解消が不可欠。（別添３ P.23参照）

ソフトバンク
株式会社

電気通信事業法等の規制に縛られないプラットフォーマ等のネットワークレイヤへのさらなる進出・拡大。これに伴う過度
な料金値下げ競争が想定される。これに対し、プラットフォーマやOTT事業者との公正な競争維持のための制度設計の検討
や、IoT事業領域拡大などによる、通信以外の分野での消費者保護ルールの位置づけについて、通信事業者に対するそれとの
差分が同等となるような制度設計の検討が必要。

中部テレコミュ
ニケーション
株式会社

プラットフォーム
サービスにおける
利用者情報の収
集・利用
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項目 提出された意見 提出者

デジタルトランスフォーメーションが進展する一方で、各国によるデータ争奪、安全保障、政治体制維持、人権保護などの
事情が複雑に絡み合い、「データローカライゼーション」に関する法制度の制定・施行の動きが進みつつある。また、プラ
イバシー保護の観点から、個人データの越境移転等に条件を設ける規制も存在する。これらを踏まえ、今後日本政府は、
データローカライゼーション規制撤廃、個人データ保護ルールの調和、日米の主導的役割を通じたグローバルな制度の構築
と調和に取り組むべき。

在日米国商工会
議所

国内事業者と海外事業者で適用される規制に差があるのは問題であり、設備の設置場所が国内か海外かなどに関わらず、通
信の秘密や消費者保護のためのルールを整備することが重要。

ＫＤＤＩ
株式会社

今後もネットワーク負荷増大が想定される中、消費者、通信事業者、プラットフォーマー、コンテンツプロバイダ等、全て
のステークホルダーがWin-Winとなるよう、持続可能なサービス提供の在り方について、ステークホルダー間でビジネス
ベースでの検討を進めていく。

日本電信電話
株式会社、
東日本電信電話
株式会社、
西日本電信電話
株式会社

5G・IoT時代では、グローバルな市場において、国境を越えて国内外の通信事業者、OTT、多様な業種のプレーヤーが、通
信と様々な商品、サービスを一体的に提供することとなるため、セット割引、ゼロレーティング・スポンサード課金など自
由な料金やサービスによって、新たな需要を刺激・創出することで、産業の発展や消費者の利益に寄与することが重要。こ
のため、通信事業者への規制は最小限にとどめるべき。

ＫＤＤＩ
株式会社

キャリアの費用はこれまで利用者料金でまかなうことを基本としていたが、トラヒック増に伴う設備費用の負担の在り方等
は、今後従前の考えにとらわれず議論すべき。（別添３ P.23参照）

ソフトバンク
株式会社

ネットワーク
中立性
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項目 提出された意見 提出者

トラストサービス
の在り方

国内外のトラストサービス関連事業の実態等を整理し、以下のような、国内におけるトラストサービスの在り方、諸外国と
の相互運用を見据えた制度の枠組み、そして諸外国との相互承認に向けた方策等を検討することが必要。

①包括的なトラストサービスの在り方に関する制度の枠組みの検討
・署名・タイムスタンプを含むトラストサービスの整備と活用の仕組み
・トラストサービスを活用して社会の安全性・生産性を向上するための法制度の整備
・トラストサービスに関する包括的な適合性評価制度の在り方
②海外諸国とのトラストサービスの相互承認の進め方に関する検討
・トラストサービス及び認証等に関する枠組みのすり合わせ
・具体的なトラストサービス相互運用の仕組みの確立
・国際商取引の観点からのトラストサービスの位置づけの整理

一般財団法人
日本データ通信
協会

平成２７年電気通信事業法改正に関する事項

光回線の卸売サー
ビス等に関する制
度整備について

FTTHの契約数は順調に増加しているものの、そのうちNTT東西の光コラボレーション(卸契約)を利用しているものが半数超
であり、接続と比べて多数を占める状況。光の卸料金については、接続料と連動しておらずほぼ横ばいの状況であり、これ
は卸料金の適正性・透明性が担保されていないことを明確に示している。加えて光コラボレーションの半数弱がグループ内
のNTTドコモ殿が提供する「ドコモ光」という状況であるのも、NTT東西における光の卸料金の値下げインセンティブを削
ぐ要因になっている。結果として、光コラボレーションの提供開始以降、NTTグループの営業利益が拡大しているという実
態もあり、接続に比べ光卸を拡大することでNTTグループの市場支配力が拡大していると考える。
したがって、NTT東西の光卸契約の料金についても、接続料と同様コストの透明化を図り、設備コスト及び加算される営業
費等の内容を検証するとともに、卸約款の掲示義務を設ける等により、卸料金を適正化していくことが必要。（別添３
P.27、P.28参照）

ソフトバンク
株式会社
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項目 提出された意見 提出者

ボトルネック設備を利用するNTT東西光卸サービスについては、グループ内外公平と見えているが、当該卸料金が高止まり
していても、NTTグループ内ではNTT東西からNTTドコモへの卸提供に係る収支は連結消去されるため、競争条件に格差が
ある状況。この問題を解決するためには、例えば、ボトルネック設備に起因する独占的地位を利用した卸価格のコントロー
ルに対する措置としての公正報酬率規制、または、光卸に係るグループドミナンスの問題に対する措置としてのNTT東西ア
クセス部門のNTTグループからの資本分離も選択肢と考える。

ＫＤＤＩ
株式会社

禁止行為規制の緩
和、支配的事業者
に対する規律等に
ついて

NTTグループ各社は各市場でシェアの多数を占めていることから、グループ内優遇を行った場合に競争へ与える影響も他事
業者と比較して極めて大きく、まさに市場支配力を有する事業者として他事業者と一線を画すものであり、その点で第二種
指定電気通信設備を設置する事業者の中でもNTTドコモは区別して取り扱うことが必要。
先般の電気通信事業法改正に伴い、NTTドコモに係る禁止行為規制が緩和されたところ、光コラボレーションを用いた実質
的なNTT東西の規制の抜け道活用の例が見受けられることや、前述のNTT東西のボトルネック性を持つアクセス回線網と
NTTドコモ等のコア網の一体的運用による規制のバイパスといった事象等が今後懸念されることから、今後も支配的事業者
と競争事業者間の競争促進をはかるべく、禁止行為対象事業者として引き続きNTT東西及びNTTドコモに限った指定を維持
することが必要。
加えて、NTT持株会社は、傘下にグローバル持株会社を設立し、2019年夏を目途に配下の各社を海外と国内に分けて統合す
ると発表する等、NTTグループにおける再統合を明示した動きでもあり、今後、NTTグループ各社の市場支配力の強まり等
その変化を検証していくことも必要。（別添３ P.29参照）

ソフトバンク
株式会社

パートナーとの連携において、例えばジョイントベンチャー設立による連携の場合、禁止行為規制や卸契約書の届出義務が
足枷になるなど一部課題も見えてきていることから、５Ｇ時代に向けた更なる見直しが必要。（別添１ 参考４）

株式会社
ＮＴＴドコモ

平成27年電気通信事業法改正において禁止行為規制の緩和が実施され、その際、IoT向けサービスは今後多様なサービス形
態が想定されることから、禁止行為規制の対象事業者の指定基準や卸契約書の届出義務の対象から除外された。
IoT向けサービスは、「通信モジュール向けに提供するサービス」として定義されたが、インターネット通信が可能な形態に
ついては「通信モジュール向けに提供するサービス」に該当しない可能性があり、パートナーとの連携において萎縮効果を
もたらす結果となっていることから、５G時代に向けて更なる見直しをお願いしたい。 （別添１ 参考５）

株式会社
ＮＴＴドコモ
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項目 提出された意見 提出者

ＭＶＮＯや多様な産業のプラットフォーマ・企業等との連携が進んでいく中で、禁止行為規制が適用されるＮＴＴ東・西及
びＮＴＴドコモが、資本関係にある別のＭＮＶＯ等と共同的・一体的にグループの市場支配力を濫用し、公正競争を阻害す
る懸念があるため、現在の禁止行為規制は、ＩｏＴ時代に向けた市場の健全な発展のためにも有効かつ不可欠。
また、不可欠なリソースを保有するグループドミナンスに対する対処、特定関係法人への規制などが必要。不可欠性・ボト
ルネック性に起因する優位性を通じたNTTグループによるシェアトップ同士の統合・集約を防ぐ政策については特に検討が
必要。

ＫＤＤＩ
株式会社

2030年頃の市場構造を見据えると、電気通信市場全体がMNOグループの協調的寡占になりかねず、料金の高止まり・サー
ビスの横並びといったことも懸念。電気通信市場において公正な競争を促進するためにも、MNOグループとそれ以外の競争
事業者との間の公正競争の確保に重点を置いた競争政策へとシフトすべき。

株式会社ケイ・
オプティコム

電気通信サービス
の利用者の保護に
ついて

携帯電話契約について遺族が承継せず解約の意思表示をしたのならば、死亡時以降の料金は当然に発生しないとのルールと
すべき。

個人



各社から提出された資料
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